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〈書評論文〉

高等教育の構造的変容

ドイ ッ 、 ア メ リ カ 、 日 本 の1870～1990一 一

    Paul Windolf, Expansion and Structural Change: 

Higher Education in Germany, the United States, and Japan, 

        1870-1990 (Westview Press, 1997)

海 道 由 妃

はじめに

日本 をはじめ とする多 くの国 において、高等教育機関への進学率が年々上昇 して きたこ

とは周知の事実である。 このような教育拡大(educationalexpansion)の 現象 は、社会学者

の興味 を惹 きつけて きた。たとえば構造機能主義社 会学の立場か らは、近代化 と産業化に

ともなう社会の編 成原理 の変化は、属性主義から業績主義への移行 として捉えられる。業

績主義の もとでは、学校教育制度には、学歴資格 とい う能力証明を賦与す るとい う重要な

機能が与えられる。その学歴資格は、職業の選択ひいては社会的地位の向上にも、多かれ

少なかれ影響 を及ぼす。

そ して、業績主義 とい う概念は、いかなる人 も能 力 さえあればより上位 の教育機関 に進

学するチャンスが あたえられてお り、よ り上位の地 位につけるという開放的な社会イメー

ジをしめす。 しか し、果た して この通 りなのだろうか。実際にどのような社会集団の出身

者が高等教育 に進 学 しているのか ということについて、問われなければならないので はな

いだろうか。

本書では、 「教 育拡大の利益 を得たのは誰か」 とい う問いを設定 し、歴史的かつ比較の

視点から考察がな される。具体的には、 ドイツにおける高等教育機関への進学率 と学生の

社会的出自に関す る統計 デー タが分析 され、それが アメリカ、日本 と比較 されている。そ

れにより、一見平等 な業績主義の内部 における、教育拡大の異なる社会集団間の緊張 関係

を描こうと試みている。 さらに、 「教育拡大によって欧米社会 はより開放的で、流動的で、
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民主的になったのか」 というよ り大 きな問題へ も言及がなされる。

社会階層 と教育の問題 について、本書の著者であるP.ヴ ィンドルフは、 これ まで とくに

経済変動 ・労働市場の視点を取 り入れて論 じて きた。具体的には、高等教育の拡大 と景気

の変動の相関関係、労働市場の選抜 とリクルー トの研究である。 これ らで得 られた知見は

以下 にみてい くように、本書で も十分にいかされているといえよう。

本稿では、第1節 から第4節 において本書の内容説 明をおこない、その上で本書の意義 を

検討する。

1持 続的な過程 としての教育拡大

教育 とくに高等教育はここ一世紀の間に持続的に拡大 してきた。それは、 ドイツ、アメ

リカ、 日本、 フラ ンスの大学進学率の変化をみれば明 らかである。このような教育拡大の

要因を説明するため に、 これまでい くつかの理論が提示 されてきた。著者はまず 「機能主

義的理論」(FunctionalistTheohes)、 「地位競争論」(IndividualStatusCompetition)、 「闘

争理論」(CoHectiveConflictTheory)の 三つの理論 を取 り上げ、高等教育の拡大 に対 する

それぞれの立場 を整理することか らは じめる。

まず機能主義的理論では、社会移動や報酬 は個人 の資質が社会の需要を満たすときにそ

れに応 じて得 られ るとい う人的資源論が とられる。 いいかえれば、労働市場 における人材

の必要度に応 じて進学率が変化するとい うことであ る。地位競争論では、より高い地位へ

の個人 レベルでの競争が要因とされる。つ まり、社会的地位上昇 に大 きな価値 をもつ教育

の証明書を求める競争が個人間でおこなわれ、それが教育拡大につながるのである。 また

闘争理論は、社会集団間のより高い地位への闘争に注目する。前者二つが教育拡大を経済

循環 にか らめて論 じてい るのに対 し、闘争理論が強調す るのは異なる社会集団間(た とえ

ば 「労働者」対 「ブルジ ョワジー」、 「女性」対 「男性」)の 利害闘争である。

これらはいずれ も教育拡大を部分的には説明 しうるものの、単独で現象全体 を把握する

ためには不十分である。 しか も、一口に教育拡大といっても、その過程は単線的なもので

はない。その間にはより拡大の激 しい時期 と、停滞 している時期 とがみ られ、それはある

種の 「循環過程(acyclicalpr㏄ess)」 をなしていると著者は指摘 している。さらにその循

環過程は国によって異なる形態を取っている。

ゆえに著者は、先 に述べ た三つの理論的立場の妥当性 を検討 しつつ、教育拡大 を循環過

程 として論 じてゆ く。
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2教 育拡大における内的分化

本節では、教育拡大の内部へ と視点 を移 し、具体 的な事例 について歴史的分析をお こな

う。

2-1教 育拡大 と社会階層 ドイツの場合

まず、教育拡大の恩恵にあずかった人びとの社会階層 をみてみよう。著者は特に1887年

から1934年 の ドイツをとりあげ大学 における学生 の出自を分析 し、どの社会的階層が この

期間の教育拡大に参加 したか とい うことを明らか にしている。

この期間の うち、第一次世界大戦 までは、既存のエリー ト層(医 者や弁護士 といった専

門職や貴族)出 身の学生に加えて、商 ・工業者層出身の学生の増加がみられた。その後、

ワイマール共和国時代 を経 ると、中層の公務員やホ ワイ トカラー層出身の学生にまで大学

教育が広 まった。つ まり、教育拡大の恩恵にあずか ったのはこの間経済的に力を持 ってき

た中流階級 ・ブル ジョワ階級出身者が主流だったのであ り、彼 らは、経済力のみならず政

治的 ・文化的な影響力 を求めて、大学 に進学 した といえる。ただしここで忘れてはな らな

いのは、労働者階級はその恩恵か ら除外 されていた ことである。ようす るに、ワイマ ール

共和国時代 までの ドイツでは、教育拡大は一部の階級 を除 くかたちで進行 した。

このような排他 性 を含みつつ も、両大戦間期 を通 じて高等教育機関への進学率は上昇 し

続 けた。その結果、 ドイツで は、労働市場 の需要 と供給 のバ ラ ンスが 崩れ 、学歴過 剰

(overquali飴d)と いう事態がおこった。 とい うのは、大学 卒業者の 急増にともない、お

のおのの専門職の ポス トが不足することとな り、数少ないポス トをめ ぐって更に人々は高

学歴 をめ ざす とい う悪循環が生 じたのである。

以上のことは、従来のエリー ト層の社会的特権 を脅かすこととなる。その特権 とは、大

学によって与えられる、官僚制の中での高い地位あ るいは専門職 を保証する 「資格」 の保

持 と相続の ことである。この資格 は、業績主義の もとで得 たものであるという象徴的権力

をも保証 してお り、それは特権 をさらに強固なもの としていた。そのため、教育が拡大す

ると、特権 を保持 する階級による社会的開放性への抵抗が高 まることとなる。とはい え、

民主的な社会においてはあからさまな特権保持政策 は認められない。そのためワイマ ール

共和国時代にこの抵抗が教育拡大に強 い影響 を及ぼすことはなかった。

ところが、ナチス政権の時代になると、まず、法 的に学生数が制限されることとな る。

さらに、大学入学 者の選抜にあたって、思想傾向(例 えばナチズムへの関心の有無)を 加
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えるなど、 さまざ まな規制が与えられた。 この ような大学の縮小への試み によ り、 ドイッ

における教育拡大は一時的にス トップするのであるω。

2-2高 等教育の制度的 ・社会的分化

そ して第二次世 界大戦以後、 ドイツをは じめとす る多 くの国では、ふたたび教育拡大が

進行 してゆ く。で は、民主化 した社会制度の もとで 、エ リー ト層 は自らの特権 を守 るべ く

いかなる手段 を見いだ したのだろ うか。

その 中で もっ とも巧妙 な もの は、教育 機関 内にお ける ヒエ ラル キー的 な内部 分化

(dif角rentiation)で あろう。つ まり、エ リー トセク ター とマスセクター という大学間の序

列である。これはその まま、職業選択時におけるそれぞれの学歴資格の持つ影響力の大小

に対応する。 もちろん、エリー トセクターかマスセ クターかの振 り分けは進学希望者 の社

会的出自に基づ き直接行われるわけではない。 しか し、エリー トセクターに進学するため

には、経済資本 ・文化資本 を持つ方が有利 となるため、結局、エ リー トセクターへは上流

階級が多 く進学す る傾向にある。つ まり、開放的なマス大学 の存在が、機会の平等 ・社会

的開放性 をとりあ えずは保持 している一方、選抜性 の高いエ リー ト大学 も存在 してい る。

それは、アメリカ における私立学校 と 「アイビー リーグ」、フランスにおける 「グランゼ

コール」、 日本 における 「旧帝国大学」等である。

そう した中で、 ドイツでは 「抽象的な」 教育 をす る伝統型大学(Unive隠itat)と 、 「実

用的な」教育 をす る高等専門学校(Fachhochschu且e)に 分化 しているとはい え、大学間の

ヒエ ラルキー化 はほとんど見 られない。ただ し一部の学科には、Nume皿sclausus(定 員制)

とい う入学制限 を行 う制度がある。 これを指定 され る学科は、教育拡大の影響 を受 けに く

く、 しか も、その学科 を卒業す ることによる社会的メリッ トが高いとみなされている。つ

まり、 ドイツにおいては、Numerusdaususに よ り、大学間ではなく学科間の格差が生 じて

きたといえる(2)。

3現 代における高等教育拡大 一進学率におけるジェンダー ・ギャップー

uめ け くわえる ならば
、大学教育への意欲 の減退は、 もっぱ らナチスによる制限政策 にの

み着せ られるものではない。ナチスによって示 された新 しい模範像一 精 力的 に働 く意欲のある、

意志の強い、国家に対 して献身的な人間像一 の内面化 もまた、この減退 に影響を及ぼ した と考え

られ る(Mク ラウル1984=1986)。

{2Numerusciausus(定 員制)に 関す る記述は(沼 尻1995:6)を 参考 にした
。
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現代において も、こうした出身階層 ごとの進学率 の不平等の問題は依然 として残 された

ままであるが、階層の問題以外に も、現代の高等教 育拡大 をめぐる問題 として、著者 は大

学進学率の男女間の差異 を取 り上げている。

そこでは、1960年 代から1990年 代初頭 にかけての ドイツ ・アメリカ ・日本そ してイ タリ

アにおける高等教 育機関への進学率が取 り上げ られ、その傾向の共通性 と差異が比較 され

ている。 まず ドイツでは、男女 とも一貫 して進学率 は上昇 していたが、男性の進学率 のほ

うが女性のそれを常 に上回っていた。日本では、この期間における男性の進学率の上昇が、

女性 のそれ よりも急激 だった ため、男女間の進学率の差はかえって広まった。 ただ し、

1980年 代か らは男性の進学率が停滞 し、女性は僅 かながらも上昇 し続けている。一方 アメ

リカでは、1980年 代半ばに女性の進学率が男性の進学率 を追い越 した。またイタリアでは、

全体的に進学率は高 まりつつ も、依然男性の方が女性 より若干進学率が高い。 しか し、男

性 には中途退学者が多いので、卒業生の割合 を取ってみ ると、女性の方が大 きくなってい

る。

このように、それぞれの国において、男女に異なった進学率の変動パターンがみ られる。

進学率の変動を説明するには、個人の好みやアスピ レーションを考慮するだけでは不十分

であ り、それぞれ の国の制度や、政治 イデオロギー、そ して雇用の仕方を考慮す る必 要性

がある。

4高 等教育拡大における周期的変化

ところで、産業化 と資本主義の発達にともなって、経済の発展 と停滞には循環的性質(景

気の循環)が 現れることは よく知 られている。そこで著者は、ある一定期間における大学

入学者数の増減 と、経済変動の相関関係 について分析 してい く。 しか し最初に指摘 しなく

てはならないのは、両者の関連性 をみ るには、回帰分析では不十分な点があるとい うこと

である。 というの も、この二つのサイクルは同時に相関関係を持つ とは限 らず、か りに同

時に相関 しない としても、時間差をともなって相関があらわれる可能性があるからであ る。

それゆえ本書では、スペク トラル分析(sp㏄tralanalysis)と 呼ばれる手法が とられる。 こ

の手法は、長期 にわたる国民総生産(GNP)と 大学進学率とい う時系列デー タにもとづ き、

景気の循環 と教育拡大の関係 さらには教育拡大の持 続的傾向の内実を明らかにしようとす

るものである。

その結果、アメ リカの大学進学率は経済循環から二、三年の タイムラグをとって正 の方
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向に影響を受けていることが分か?た 。つまり、経 済の拡大に したがって教育拡大が なさ

れているのである。このことか ら、アメリカでは、労働市場の動向は高等教育の動向 にそ

のまま反映 される。一方分析 を行 ったヨーロッパ諸国では、アメ リカとは逆に、経済状況

が悪化 したときに教育拡大が生 じている。著者は、 この現象を説明す るの に、これ らの国

においては、高等教育機関が官僚養成機関であるとい う意味合いが強いことに言及 してい

る。つま り、景気が悪化 し一般企業への就職機会が減少すると、公的な雇用機会 ようする

に公務員 になるこ とを人々は求める。 さらに、労働 市場の悪化 は人々によりよい資格 証明

(学歴)を 求めさせ ることにもつながる。

5本 書のまとめ

大学で得 る技術 ・学位 は収入 ・社会的地位 に影響 を及ぼす ものであるとい う前提か ら本

書の議論 は出発 した。そ して、機能主義的理論、地位競争論、闘争理論のどれか一つ に依

拠 して教育拡大 を論 じるのではな く、た とえば、19世 紀末から第二次世界大戦前 までの状

況については地位競争論が、1950年 代から現在 までについては機能主義的理論が妥当す る、

とい うように議論 は展開 していた。さらに著者は、教育拡大 を引き起 こす要因 として、集

団間の力関係 を重視する闘争理論の視点 も忘れることはなく、たとえば、19世 紀末に経済

的に力をつけた中層階級や第二次世界大戦後のアメ リカの女性が高等教育機関への進学 を

強 く求めたことを指摘 している。この ようにして、本書で最初 に設定 した問い一 「教育

拡大の利益 を得 たのは誰か」に対 して答 えが導かれ る。それは、中流階級の人々と、 日本

と下層階級の場合を除 く女性である。

では、 もう一つの問いである、 「教育拡大によって欧米社会はよ り開放的で、流動性が

あ り、民主的にな ったのか」 については どうだろう。教育拡大の動 きが大きくなれば なる

ほど、従来か ら特権 を保持する階級からの反対する動 きも大きくな り、その結果の一つが、

すでにみたように教育機関の内部分化であった。それは、 ドイツのNumerusclausus(定 員

制)に よる学科間のヒエ ラルキーや、アメリカの大学におけるエリー ト大学 とマス大学の

分化である。エ リー トセクターに参入す るためには、学力に加えて より多 くの文化資本が

必要であることか ら、結果的に社会的地位の再生産が行われていることが容易に理解 でき

る。 この ような社会的再生産が見 られる限 り、社会はけっして開放的で、流動性があ り、

民主的になったとはいえないだろう。つ まり、量的 な教育拡大は社会の開放性 をもた らし

たのではな く、新 たなかたちの社会の閉鎖性 をもたらした とい うのが著者の結論である。

最後 にもう一つ指摘 をしてお こう。著者は、持続 的な過程 としての教育拡大を、 「循環
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過程」の視点 を取 り込むことによって捉え直 した。教育拡大は、単線的に進行するのでは

な く、拡大の激 しい時期 と、停滞 した時期があ り、 それは周期的変化 をな している。 さら

にこの周期は、経 済すなわち景気の変動 と相関 をな してお り、その形態は個 々の国に よっ

て異 なる。たとえば、景気の変動 と教育拡大の周期が少 しずれて正の反応 をするアメ リカ

の タイプと、両者が負の反応 をする ヨーロッパ諸国の タイプがあげ られる。そのような差

異が現れるのは、各国の高等教育システムとその他 の社会システムとの関わ り方の違 いに

依存す る。 この、教育拡大における 「循環過程」 とい う視点を提出 したことは本書の大 き

な意義であ り、今 後のこの分野の研究 にひとつの新 しい示唆を与えて くれたもの とい えよ

う。
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